
  

集約促進景観・歴史的風致形成推進事業費補助金交付要綱 
 

                          平成 26 年 5 月 21 日 国都景歴第   7 号 

                                                  平成 27 年 4 月  9 日  国都景歴第   5 号 

平成 28 年 4 月  1 日 国都景歴第  68 号 

平成 29 年 4 月  1 日 国都景歴第 83 号 

 

第１条 通則 
 集約促進景観・歴史的風致形成推進事業に係る補助金（第 18 条を除き、以下「補助金」という。）

の交付に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号。以

下「適正化法」という。）、集約促進景観・歴史的風致形成推進事業制度要綱（平成 26 年国都景歴

第 7 号。以下「制度要綱」という。）の定めによるほか、この要綱の定めるところにより行うもの

とする。 
 

第２条 交付の対象 
 国土交通大臣（以下「大臣」という。）に提出された集約促進景観・歴史的風致形成推進計画又

は景観まちづくり刷新推進計画に記載された事業に要する費用であって、かつ、制度要綱第５条第

一号から第三号に規定する事業に要する費用のうち都市局所管国庫補助金交付申請等要領（平成 13

年６月 27 日国都総第 2000 号。以下「都市局要領」という。）別表第２に掲げる「本工事費」、「附

帯工事費」、「測量設計費」及び「船舶及機械費」の各費目に該当する経費並びに制度要綱第５条

第四号から第九号に規定する事業に要する費用のうち都市局所管国庫補助金（調査費関係補助金）

の交付申請等の取扱いについて（昭和 56 年建設省都総発第 208 号。以下「都市局調査費要領」とい

う。）別紙(1)に掲げる「調査費」に該当する経費を補助金の交付の対象とする。ただし、制度要綱

第５条第四号から第九号に規定する事業に要する経費のうち、景観まちづくり刷新推進計画に掲載

された事業を除き、当該集約促進景観・歴史的風致形成推進事業に着手してから３年を経過した後

に行うものにかかる経費は対象としない。 
 

第３条 補助金の額 

１ 事業主体が実施する事業にあっては、当該事業に要する費用の３分の１（制度要綱第５条第三号

に掲げる事業にあっては２分の１）以内の額とする。 
２ 事業主体以外の者が実施する事業にあっては、事業主体が補助する額の２分の１以内で、かつ、

当該事業に要する費用の３分の１以内の額とする。 
 

第４条 申請手続 

１ 補助事業者（補助金の交付を受けて自ら事業を行う事業主体又は事業主体以外の者が行う事業に

補助する事業主体をいう。以下同じ。）は、補助金の交付を受けようとするときは、様式－１によ

る申請書に都市局要領様式第８から第 14－２並びに都市局調査費要領様式第８に準じて作成した

工事設計書を添えて速やかに大臣あて申請することとし、地方整備局長、北海道開発局長及び沖縄

総合事務局長（以下「地方整備局長等」という。）に提出しなければならない。 

２ 所管地方整備局長等は、補助金の交付が法令及び予算で定めるところに違反しないかどうか、補

助事業（補助金の交付を受けて補助事業者が自ら行う事業及び間接補助事業（補助金を財源の一部

として補助事業者が行う補助を受けて補助事業者以外の者が行う事業をいう。以下同じ。）をいう。



  

以下同じ。）の目的及び内容が適正であるかどうか、金額の算定に誤りがないかどうか、その記載

事項に不備又は不適当なものがないかどうか等を審査し、補助金を交付すべきと認めたときは、様

式－２の進達書に補助事業者よりの補助金交付申請書を添え大臣に提出しなければならない。 
 

第５条 交付決定の通知 

１ 大臣は、前条による申請書の提出があったときには、交付決定を行い、所管地方整備局長等はそ

の決定を受け、様式－３により、その旨を申請者である補助事業者に通知するものとする。 
２ 大臣は、前項の通知に際して、補助金の執行の適正化を図る上で必要な条件を付すことができる。 
 

第６条 申請の取下げ 
 補助事業者は、適正化法第９条第１項の規定により、補助金の交付の申請を取り下げようとする

ときは、前条の補助金の交付決定の通知を受けた日から起算して 15 日以内に様式－４による申出書

を、第４条の補助金交付の申請の手続きに準じて提出しなければならない。 
 

第７条 補助事業の変更等 
１ 補助事業者は、第５条の補助金の交付決定額の変更、補助事業の内容又は補助対象経費の配分の

変更（軽微な変更を除く。）をする場合は、あらかじめ様式－５による申請書を、第４条の補助金

交付の申請の手続きに準じて提出し、大臣の承認を受けなければならない。 
２ 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ様式－６による申請書

を第４条の補助金交付の申請の手続きに準じて提出し、大臣の承認を受けなければならない。 
３ 第１項の軽微な変更とは、次の各号に定めるものとする。 

一 費目間の経費の流用で、流用先の経費の３割（当該流用先の経費が 300 万円以下であるときは

300 万円）以内の変更となるもの 

二 次に掲げるもの以外の変更で補助金の額に変更を生じないもの 
イ 施行箇所の変更で、工事の重要な部分に関するもの 
ロ 構造及び工法の変更のうち工事の重要な部分に関するもの並びに規模の変更で、補助金の交

付の決定の基礎となった設計に基づく工事の程度を著しく変更するもの 
４ 所管地方整備局長等は、第４条の補助金交付の申請の手続きに準じて、様式－７による進達書を

提出しなければならない。 

５ 大臣は、申請書の提出に対し、第１項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を

変更し、又は条件を付することができる。 
６ 所管地方整備局長等は、大臣により前項の変更等を行った場合は、様式－８により補助事業者に

通知するものとする。 
 

第８条 事業執行困難等 
１ 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しないため、補助事業の完了予定期日を変更しよ

うとする場合（補助金の繰越を伴わない場合を除く。）又は補助事業の遂行が困難になった場合に

おいては、様式－９により速やかに報告書を、第４条の補助金交付の申請の手続きに準じて提出し

なければならない。 
２ 所管地方整備局長等は、第４条の補助金交付の申請の手続きに準じて、様式－10 による進達書を

提出しなければならない。 
３ 大臣は、報告書の提出があったときは、必要な指示を行うものとする。 



  

 

第９条 状況報告 
 補助事業者は、補助事業の遂行及び支出状況について、所管地方整備局長等の指示があったとき

は、速やかに様式－11 による状況報告書を所管地方整備局長等に提出しなければならない。 
 

第 10 条 実績報告 
１ 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の中止及び廃止の承認を受けたときを含む。）

は、補助事業が完了した日（補助事業の中止及び廃止の承認を受けたときは、その承認の通知を受

けた日。）から起算して 30 日以内又は補助金の交付の決定を受けた日の属する年度の翌年度の 4

月 10 日のいずれか早い日までに、様式－12 による実績報告書を所管地方整備局長等に提出しなけ

ればならない。 
２ 補助事業者は、前項の実績報告書を提出した場合を除き、補助事業の交付決定に係る国の会計年

度が終了したときは、当該交付決定の所属会計年度の翌年度の４月 30 日までに、様式－13 による

実績報告書を所管地方整備局長等に提出しなければならない。 
３ 所管地方整備局長等は、第１項又は前項の実績報告書を受理したときは、様式－14 により大臣に

報告しなければならない。 
 

第 11 条 補助金の額の確定等 
１ 所管地方整備局長等は、前条の実績報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び必要に応

じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付決定の内容（第７条に

基づく承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに付した条件に適合すると認めて補助金

の額の確定をするときは、様式－15 により確定通知書を補助事業者に交付し、額の確定後様式－16

により大臣へ報告しなければならない。 
２ 所管地方整備局長等は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその

額を超える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を様式－17 により命ず

るものとし、前項に併せ様式－16 により大臣に報告しなければならない。 
３ 前項の補助金の返還の期限は、当該命令のなされた日から 20 日以内とし、納期日までに納付がな

い場合は、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納金の額につき年 10.95 パーセン

トの割合で計算した延滞金を徴収する。 
 

第 12 条 消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還 

１ 補助事業者は、補助事業の完了（大臣の承認を受けた中止及び廃止を含む。）後に、消費税の申

告により補助金に係る消費税仕入控除税額が確定したときには、様式－18 による消費税額の額の確

定に伴う報告書を速やかに所管地方整備局長等に提出しなければならない。 
２ 所管地方整備局長等は、前項の報告があったときには、当該消費税仕入控除税額の全部又は一部

の返還を命ずるものとする。 
３ 前項の補助金の返還の期限は、当該命令のなされた日から 20 日以内とし、納期日までに納付がな

い場合は、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納金の額につき年 10.95 パーセン

トの割合で計算した延滞金を徴収する。 
 

第 13 条 交付決定の取消等 
１ 大臣は、第７条第２項の補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及び次の各号のいずれかに



  

該当する場合においては、第５条の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し又は変更することが

できる。 
一 補助事業者又は間接補助事業を行う者（以下「間接補助事業者」という。）が、適正化法、適

正化法施行令若しくは本要綱又はこれらに基づく大臣の処分若しくは指示に違反した場合 
二 補助事業者又は間接補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 
三 補助事業者又は間接補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為を行っ

た場合 

四 補助金の交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必要が

なくなった場合 
２ 所管地方整備局長等は、大臣により前項の取消しを行った場合において、既に当該取り消しに係

る部分に対する補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を

様式－19 により命ずるものとし、様式－20 により大臣に報告しなければならない。 
３ 所管地方整備局長等は、第１項の第１号から第３号のいずれかに該当することにより、補助金の

返還を命ずる場合においては、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、

当該補助金の額につき年 10.95 パーセントの割合で計算した加算金の納付を併せて命ずるものとす

る。 
 

第 14 条 財産処分の制限 
 補助事業者が補助事業によって取得した財産等について処分しようとするときは、様式－21 によ

る申請を行ってあらかじめ所管地方整備局長等の承認を受けなければならない。この場合において、

取得財産等を処分することにより、収入があると認められる場合には、補助事業者は原則としてそ

の収入の一部又は全部を国に納付しなければならない。 
 

第 15 条 保全活用状況等の報告 
 補助事業者は、補助事業の終了後においても所管地方整備局長等の指示があったときは、補助事

業に係る施設の保全活用状況等について速やかに報告しなければならない。 
 

第 16 条 補助金の経理 
１ 補助事業者は、補助事業についての収支簿を備え、他の経理と区分して補助事業の収入額及び支

出額を記載し、補助金の使途を明確にしておかなければならない。 
２ 補助事業者は、前項の支出額について、その支出内容を証する書類を整備し、前項の収支簿とと

もに補助事業完了の日の属する年度の終了後５年間保存しなければならない。 
 

第 17 条 補助金調書 
 補助事業者は、補助事業にかかる歳入歳出の予算書並びに決算書における計上科目及び科目別計

上金額を明らかにする様式－22 による調書を作成しておかなければならない。 
 

第 18 条 間接補助事業者に対して補助金を交付する際付すべき条件 
 補助事業者は、集約促進景観・歴史的風致形成推進事業に係る国からの補助金を財源の一部とし

て間接補助事業者に対して補助金を交付するときは、第１条、第７条から第 12 条及び第 14 条から

第 17 条に準する条件を付さなければならない。 
 



  

第 19 条 概算払等 

１ 補助事業者は、補助金の全部又は一部について概算払又は精算払を受けようとするときは、様式

－23 による概算払請求書又は精算払請求書を国土交通省大臣官房会計課長に提出しなければなら

ない。 
２ 補助事業者は、国から概算払により間接補助事業者に交付される補助金を受領した場合において

は、当該概算払を受けた補助金の額に相当する額を遅滞なく、間接補助事業者に交付しなければな

らない。 
 

第 20 条 補助事業者に対する監督 
 所管地方整備局長等は、必要があると認められるときは、補助金の交付の目的を達成するため必

要な限度において、補助金の交付を受ける補助事業者に対し、補助金の使途について必要な指示を

行い、報告書の提出を命じ、又はその状況を実地に検査することができる。 
 

 

附 則 
 この要綱は、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 39 号）の公布の日

から施行する。 
 

附 則 

 この改正後の要綱は、平成 27 年 4 月 9 日から施行する。 

 

附 則 

この改正後の要綱は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

 

附 則 

この改正後の要綱は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 


